
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
⑤省エネ家電等へ
の買い換え促進によ
る生活者支援

家庭向けLED照明器具購入費補助事
業

①一般家庭で、既存の照明器具をLED照明器具へ買い替
えることを促進し電気代負担軽減を図る
②購入費補助金　600千円
③補助上限額10千円＊600件
④市内小売店にて家庭用LED照明器具を購入した市民

R8.4 R8.12

2
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

中学校等給食費無償化事業

①市内中学校等に在籍する生徒の保護者において、物価
高騰の影響を受けた経済的負担の軽減を図る
②学校給食費特別会計操出金　11,778千円
③54食（令和８年４～６月分）＊生徒727名＊300円
④市内中学校等生徒の給食費を負担する保護者

R8.4 R8.7

3
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

こども園給食費無償化事業

①市内認定こども園等の保育施設を利用している保護者
において、物価高騰の影響を受けた経済的負担の軽減を
図る
②給食食材料費　3,489千円
③1,163千円/月（園児分給食材料費）＊３月（令和８年４～
６月）
④市内こども園等の給食費を負担する保護者

R8.4 R8.6

4
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

学校給食費負担軽減支援事業

①物価高騰に伴う学校給食材費の増額分について、公費
負担し、給食費を値上げすることなく児童生徒の保護者等
の経済的負担軽減を図る
②学校給食費特別会計操出金　24,189千円
③小学校分（給食費全体額72,740,280－無償化県負担金
分61,146,800）　11,593,480円（基準額に基づく支援額超
分）　＋　中学校値上げ相当分90円＊139,943食分
12,594,870円
（給食費は小学生及び中学生分のみを算定）
④市内小中学校児童生徒の給食費を負担する保護者

R8.4 R9.3

5
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

高等学校等通学費等支援事業

①市内からJR及び路線バス等を利用して高等学校等に通
学する生徒の定期代等及び下宿等で居住する生徒の下
宿費等を助成することにより、子育て世帯の保護者等の経
済的負担軽減を図る
②通学費等支援交付金　33,000千円
③定期代交付金　643名　30,980千円　その他手段通学者
交付金　136名680千円　下宿費等交付金　67名1,340千円
④市内に住所を有し、かつ、高等学校等に公共交通その
他通学手段を利用して通学し、又は、下宿等から通学する
生徒の保護者

R8.4 R9.3

6
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

こども園入園用品支援事業

①新入園児に入園児に必要となる物品を贈呈することに
より、市内こども園に入園する園児の保護者が受けた物価
高騰の影響による経済的負担を軽減する
②消耗品費　565千円
③入園準備物品5,000円分＊113人
④市内こども園に入園する園児の保護者

R8.4 R9.3

7
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

小学校入学用品支援事業

①入学時に必要となるランドセルを新入生に贈呈すること
により、市内の小学校に入学する児童の保護者が受けた
物価高騰の影響による経済的負担を軽減する
②消耗品費　2,720千円
③ランドセル購入費17,000円＊160人
④市内小学校に入学する児童の保護者

R8.4 R9.3

8
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

中学校新生活支援金交付事業

①学生服・体操服や入学用品等の購入支援を実施するこ
とにより、市内の中学校に入学する生徒の保護者が受け
た物価高騰の影響による経済的負担を軽減する
②交付金　6,810千円
③交付金30,000円＊227人
④市内中学校に入学する生徒の保護者

R8.4 R9.3

9
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

大学等進学奨学金事業

①奨学金の利息相当分を補助することにより、大学等へ
の進学における子育て世帯の経済的負担を軽減し、高等
教育を受ける機会を確保する
②事業委託費　3,914千円
③奨学金の周知、受付、貸付、返済業務および利子補給
分を含めた一式委託料
④大学等へ進学する生徒の保護者

R8.4 R9.3
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10
⑥中小企業・小規模
事業者の賃上げ環
境整備

中小企業・小規模事業者販路拡大支
援事業

①新たな販路としてECサイトを運営することにより、市内の
中小企業者及び小規模事業者の地場産品の販売収益を
増大させ、賃上げ環境を整える
②ECサイト運営費　7,810千円
③運営費　400千円＊12月＊1.10　販売促進費　2,300千円
＊1.10
④市内事業者

R8.4 R9.3

11
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

自治会集落集会施設省エネ対策支
援事業

①集落集会施設のエアコン・LED等の省エネルギー化取り
組みに対し、その経費の一部を補助することにより、エネ
ルギー価格高騰の影響を受ける市内自治会の負担を緩
和する
②整備費補助金　4,340千円
③補助金交付5施設　事業費合計8,680千円×1/2
④市内自治会

R8.4 R9.3

12
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

日本酒原料米価格高騰緊急対策支
援事業

①酒造用原料米価格の差額の一部を補助することで、酒
米の価格高騰の影響を受ける市内酒蔵事業者の負担を
軽減する
②事業補助金　9,740千円
③令和7年原料米価格－令和6年原料米価格　＊1/2（上
限5,000千円）
対象2社分　1社目　10,729,800＊1/2（5,000千円上限）　2
社目　9,480,000＊1/2
④飛騨酒造組合

R8.4 R9.3


